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|鰍藷ＰR…ｓＣＡ画の 1.288 賎レイト基金収支地加額 |瀞AEQ AEQ
1984／8５
０．５～2.0
1983／8４
３０
年度
レイト･補助金充
当支出に対する
ＡＥの割合(％）
1982／8３
６．６
注(1)ＲＥ＝｢超過報告」（R2portedExcess）支出額とは，ＲＳＧ報告に掲戟
された政府llf画額に対する地方団体の実支出椎叶額の超過額。
（２）レイト基金収支(RateBalaItces）墹加額は、包括補助金算定における
支出総額にカウントされぬため．ＲＥとは別に表示した。
（３）特別基金への純iH1出し額は支出総額にカウントされるため，ＲＥの一部
として表示した。
（４）ＡＥ＝「超過餌整額」（AdjustedEXcesslは，ＲＥから特別選金への純
繰出し額を差引いたものである。
（出典：meAuditCommissiom：ThelmpactofLocaIAuthoritiesl
Economy，EfficiencyandEffectivemessoftheBlockGrantDi・
stributionSystem，ｐ２８.）
万ポンド,84／85年度に850万ポンドの資本会計化を行って補助金を2600万ポ
ンド増額させ，レイト徴収分を4000万ポンド節約した。８４／85年度の資本会
計化分は環境省との抗争のはてに経常会計へ戻され，８５年６月赤字予算編成
で再び危機に陥ったものの，再度の琵本会計化で危機をしのいでいる(４９)。こ
の資本会計化もCreativeAccountingの－形態といえよう。
．このように,短期的自衛策としてのＣ正ativeAccountingが流行するにつ
－７０－
塵 鑿
包括補助金の地方団体支出統制機栂の強化とその矛盾（小林）
れ，Ｔｍgets・Penaltiesつき包括補助金はむしろ地方支出増加の誘因と化
し,長期的な地方財政管］里が困難となった｡これに拍車をかけたのがTargets
とＧＲＥのギャップの拡大である｡公共支出計画にもとづく地方経常支出総額
の一部がＧＲＥのサービス項目に配分されず留保されて,Targets総額がＧＲＥ
総額を大幅に超過し，地方団体の支出需要がTalgetsに正確に反映されず，
しかも，地方団体の関心がＧＲＥを離れてTaIgetsに集中する結果,サービス
の構成・水準やＧＲＥを基本要素とする基礎的メカニズムが宙にうき,そのコ
スト節減のインセンティヴカ鋤かなくなった。と同時に，政府公共支出計画
の信頼性もうすれ，その運用に支障が生じるに到った(50)。しかし，何よりも
重大な問題は，これらTargets・Penaltiesのインパクトと総枠補助率の低
下によって，地方団体の支出変化とレイト税額変化との関係が不明確になっ
たことである｡図２のように,両者の間には確たる相関関係がみられなくなっ
た(51)。この関係がレイト納税者や有権者にみえないということは，包括補助
金導入の際にその改善が保証されたLocalAccountabilityの理念がもはや成
り立たなくなったということに他ならない。
TaIgets・Penalties運用の下で増大した包括補助金の矛盾は,以上にとど
まらない。監査委員会報告は，基礎的メカニズムにもかかわる問題点として，
GRE算定方法が旧ＲＳＧより複雑化したにもかかわらず，地方支出需要の実
態に合わないことを，教育，住宅，インナーシティの社会経済状況，社会福
祉サービス，地方債償還金等について指摘し，これら財政需要額やレイト課
税資産評価額など基礎的データの不備や誤りによって，包括補助金の配分に
深刻なゆがみが生じていると批判した(52)。また，基礎的メカニズムの複雑さ
にTaIgets・Penaltiesのシステムが加わったため，包括補助金の全体系が
極度に複雑かつ不安定となり，自治体の作業量がぼう大になって，作業にた
ずさわる職員すら理解する努力をあきらめざるをえなくなっているという現
実を指摘した(53)。さらに，支出変化と税率変化との関係の不明確化，システ
ムの複雑化・不安定化の下で，地方行財政に対する納税者・有権者の関心が
うすれ，地方行政の守備範囲・地方政府２層間の行政機能と税財源の配分関
係・基礎的サービスのコスト等に関する住民の認識が著しく低い，というア
ンケート結果も紹介されている(54)。そして，監査委員会報告は，包括補助金
－７１
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図２支出増加とレイト増加との間に明確な関係なし
（1982/83-83/84年度，非大都市デイストリクト）
（
レ
イ
ト
税
額
の
墹
加
率
）
、
％
3０2０１０0－５
（支出増加率）
支出はレイト・補助金充当支出，レイトには委任徴収分をふくむ。
出典は図１と同じく監在姿図会報告，５１ページ。
注(1)
（２）
運用の過程で地方財政に様々な不確実性（Uncertanties）がもちこまれ，そ
の結果，非効率と浪費と不必要な負担の増大がもたらされている，と批判し
たのであった。
Ｔｍgets・Penalties導入後の包括補助金体系は,かくして地方財政を混乱
させ，本来の諸目的とは甚し〈異なる結果を生み出した。補助金の地方団体
間配分を公平にするという第１の目的に対して,現実にはStrategicBudgeting
の下で旧ＲＳＧ以上に支出増加を追って補助金が流れるという不公平が発生し
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０包括補助金の地方団体支出統制機榊の強化とその矛盾（小林）」
た。第２目的＝Opennessに対してイ包括補助金の複雑化と支出・レイト関
係の不明確化は，補助金運用の過程を住民にみえにくくしたのみならず，み
ようとする意欲や関心を阻害するに到った。第３目的たる収入の安定性・確
実性が不安定性・不確実性にとってかわられたことは，くりかえすまでもな
い｡また，１人当たり課税資産の完全均等化という第４の目的は，Talgets・
Penaltiesの導入によって簡単に捨て去られた｡課税資産が少なく過去の支出
水準が最も低い団体はＧＲＥ以下のTargetsを与えられ,しかもＧＲＥレベル
の予算を組むことで84／85年度までには補助金の交付がなくなっていた(55)。
さらに管理・人件費の減少論に対し現実にはその増大が生じ，国家的利益へ
の地方団体の協力・従属とは逆に，中央一地方関係は極度に悪化したままで
ある。しかも，これら公式の諸目的だけでなく，地方支出削減という包括補
助金制度本来の目的も達成されなかつた゜地方支出の増加率をある程度抑制
する効果はもちえたとしても，Targets・Penaltiesの作用によって包括補
助金のシステムじたい力弛方支出増加の誘因となったのは,甚しい矛盾であっ
た｡これら諸矛盾が明らかになった時,次の問題は,目的への逆行がTargets・
Penaltiesの作用のみに起因するのか,包括補助金のシステム全体にかかわる
のかの判断であった。すでに直接統制にふみきっていた政府は，Targets・
Penaltiesの切り捨てと包括補助金の機能恢復の道を選ぶのである。
注(1)Gibson＆Travers：BlockGrant,aStudyinCentral-LocalRelations．
(2)80／81年度は地方団体経常当初予算額がＲＳＧ決定時の地方支出計画額を5.6％も超過
したため,年度中に予算改訂が命じられ,その改訂結果もなお政府の指示した目標額を
2.6％超過した。拙稿「地方財政支出統制と新ブロック・グラント」を参照。
(3)Gibson,Ｊ､＆Watt,Ｐ.：TheEffectofGREsonEducationEXpenditureand
BudgetaIyDecisionMakingbyLocalAuthorities・Ｍａｙ1986,（Departmentof
EducationandScienceEducationalResea正hPmjectPaper.）ｐ､８．
(4)基準支出（RelevantEXpenditure）に対するＲＳＧ総額の比率。高橋誠｢現代イギリ
ス地方行財政篭」229ページ参照。
(5)Gibson＆Travers：BlockGrant,aStudyinCentral-LocalRelations､この寛
大な措湿は,保守党系の低額支出団体に対する補助金交付額の減少をさけるためであっ
た（Gibson＆Travems：BlockGrant,ｔｈｅｓｔｏｒｙｏｆａｆａｉｌｍｅｐ､１９)。
(6)Gibson,Ｊ､：LocalOve霜pnding,，WhytheGovemmenthaveonlythemselves
toblamePublicMoney,ｖｏｌ３，ｎｏ、３，Dec’1983,ｐ，２０．
－７３－
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(7)Gibson＆Ｗａｔｔ：ｏｐ・Cit.,ｐＰ８～９
(8)拙稿「地方財政支出統制と新ブロック・グラント」615～616ページ参照。
(9)80／81年度地方団体改訂予算総額の政府目楓超過に対して､80年地方法のＲＳＧ削減条
項を適用したもの｡だがこの暫定措置適用後も地方支出は政府目標を超過した｡拙稿｢地
方財政支出統制と新ブロック・グラント」618～619ページ参照。
(llGibson,Ｊ､：HaveDKpenditu泥TargetsConveIgedTowardsGREs?,Expend‐
itur巳Targets,GREs,andtheObjectivesoftheBlockGmntGrantSystem・
LocalGovemmentStudies,vol、１１，，０．５，Septb／０ct.，1985,ｐ､71.
01)Gibson＆Travas：BlockGrant,aStudyinCentral-LocalRelations、
㈹LetterfromtheDepartmentoftheEnvirDment25Junel981.Associationof
CountyCouncils＆othaAssociations（以下Associationｓ）：RateSupport
Gmnt（England）1982／83,ｐｐｌＯ３～106．
(MIGibson,Ｊ､：ＴｈｅＢｌｏｃｋ（andTaIget）GrantSystemandLOcalAuthority
画【penditu正一TheoryandEvidencaLocalGovemmentStudies,ｖｏＬ８,ｎｏ､３，
May／June1982,ｐ､２５．
００Gibson＆Trave電：BlockGrant,ｔｈｅｓｔｏｒｙｏｆａｆａｉｌｕ喝ｐ､２０．
(11拙稿「イギリスにおける地方税制改革論」参照。
㈹RateSupportGrantSettlementl982／83England､Associations：RateSupport
Grant（England）1982／83,ｐ､１８．
０nLocalAuthority画penditurETargetsfOrl982／83.Associations:RateSupport
Grant（England）１９８２／88,ｐＰｌ７５～１７６．
０８IGibson＆Travers：BlockGrant,aStudyinCentral-LocalRelations．
(１，ただし,このペナルティも２層の地方団体間で分割される。Associations:RateSupport
Grant（England）1982／83,ｐ､２５．
，UIGibson＆Trzwers：BloCkGrant,aStudyinCentral-LocalRelations・
'2082年７月成立の地方財政法によって81／82年度分からの補助金撤回（Holdback）の
権限が環境大臣に与えられた｡Loughlin,Ｍ､：LocalGovemmentintheModem
StataLondon：Ｓｗｅｅｔ＆Maxwell，1986,ｐ､４０
１２mRateSupportGrantSettlementl983／８４England・Associations：RateSupport
Grant（England）1983／84,ｐｐ､２５～27．
㈱Associations：RateSupportGrant（England）1983／84,ｐ､32,ｐ121．
(20Smith，Ｐ．＆Stewart，Ｊ、：LocalAuthority画[penditur巳Ｔｍgets、Loca1
GovemmentStudies,vol11,ｎｏ､４，Ｊｕｌｙ／Augbl985,ｐ､２６．
(21Gibson＆TraveI召：BlockGrant,ａStudyinCentral-LocalRelations・
㈱直接的地方財政統制を志向する大蔵省と地方自治の建前の下で保守党系地方団体の利害
を重視する環境省筋との対抗関係は,地方財政法案の内容や包括補助金の運用過程にも
作用していたが,８２年６月政府内部に作られた“Misc79，，なる委員会でも，超過支出の
政治的原因を重視してＧＬＣおよび大都市カウンティの廃止を求める環境省筋と,それ
●
－７４－
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に満足せず地方税の直接統制（RateCapping）を主張する大蔵省筋の対抗が展開し，
８３年１月Misc79の結論は環境省サイドの勝利に終わるものの,サッチャー首相の圧力
でRateCappingが息をふき返し，同年総選挙の保守党公約には両方が掲げられるこ
とになったという（LocalGovemment：HowtheToriesmuffedr巳fOrmThe
Economist,Ｍａｍｈｌ６,1985,ｐＰ５８～60.)。
Cii84／85年度ＲＳＧ決定時に,この留保額は６億6000万ポンドに増額された(RateSupport
GrantSettlementl984／85.Associations：RateSupportGrant（England）
1984／85,ｐ､２７.)。
C8IAssociations：RateSupportGrant（England）1984／85,ｐｐ､３２～３３
㈱Ibid.,ｐｐ３８～39．
(30(3】)Ibid.,ｐｐ､３９～40．
鯛Ｓｍｉｔｈ＆Stewart：LocalAuthorityEXpenditureTaIHets,ｐ､２８．
㈱Gibson＆Travま：BlockGrant,aStudymCentral-LocalRelations・
ＧＩ)ＲａteSupportGrantSettlementl985／86.Associations：RateSupportGrant
（England）1985／86,ｐ､３０
鯛Ibid.,ｐ､３２．
鯛Ibid.,ｐ､３４．
６７)Ibid.,ｐ､43.以下このパラグラフの記述はｐｐ４３～47.のＴａ屯ets設定過程の詳細な
８８録にもとづく。
G8IIbid.，ｐ､４７．
剛TraveIs，Ｔ、：RateCappingReview,EasiertaI意ets，harderpenalties・Local
GovemmentChmnicle，l0Augustl984,ｐ､896．
IOGibson＆Travers：BloCkGrant,aStudyinCentral-LocalRelations・
IlXlnGibson＆Ｗａｔｔ：ｏｐ･Cit.,ｐ､３．１２．
㈹Ｓｍｉｔｈ＆Stewart：ｏｐ､ciL,ｐ３２.TheAuditCommition：ｏｐ.Cit.,ｐｐ､５３～54.
00需要要素が大都市団体などの支出増加を追って流れた現象。本稿第２章を参照。
I9Gibson＆Travers：BlockGrant,aStudyinCentral-LocalRelations、
㈹TheAuditCommission：ｏｐ・Cit.,ｐｐｌ７～２１．
(Inlbid.,ｐｐ､２１～23.環境省の報告も，会計管理や特別基金般立等に関する地方団体の
自由裁間ﾖ権がＣ妃ativeAccountingに竣犬限利用されたことを指摘している(Department
oftheEnviroment：OperationoftheRateSupportGrantSystemHouseof
Commons,ＳｅｖｅｎｔｈＲｅｐｏｒｔｆｍｍｔｈｅＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｆPublicAccounts,Session
1985.86,OperationoftheRateSupportGrantSystem,ＮＯＭ1985,ｐ・ｉｘ)。
㈹TheAuditCommission：ｏｐ､Cit.，ｐｐ２１～２６．
㈹Parkinson，Ｍ，：CrcativeAccountingandFinanciallngenuityinLocal
Govemment，thecaseinLiverpooLPublicMoneybvo１．５，ｎｏ､４，Ｍａｍｈｌ９８６，
ｐｐ２７～28.
60TheAuditCommission：ｏｐ､Cit.,ｐｐ､３０～３１.Gibson＆Trave鱈：B1ockGrant，
－７５－
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aStudyinCentral-LocalRelations、
61)TheAuditCommission：ｏｐ､Cit.,ｐｐ５０－５ａ
６２ＩＩｂｉｄ.,ｐｐ､３３－４２．
脚Ibid.,ｐｐ４３～“
601bid.,ｐｐ､４９～５０．
鍋Gibson＆Travers：BlockGrant,aStudyinCentral-IpcalRelations．
４．Targets・PenaItiesの撤廃と包括補助金制度の行方
８４年７月に最初のRateCapping適用18団体が発表された時，政府は，包
括補助金のみでは果たしえなかったレイト納税者の保謹，地方支出統制およ
び低額支出団体の処遇改善という３つの機能を，この直接統制に期待してい
た(])。８５年１月，８６／87年度ＲＳＧをめぐる論戦の鼠［中に，環境大臣が,８６／
87年度のTargets設定を低額支出団体に有利にするため,RateCappingを
強化したい由明言したことからも(2にの段階でなお政府がTaIgets・Penalties
つき包括補助金と地方税統制によって地方支出削減を追求しようとしていた
ことがわかる。
だが，８４年８月監査委員会報告以降，政府は深刻な状況に直面していた。
同報告は,包括補助金の矛盾と弊害を克明に分析した後CreativeAccounting
対策のような中央統制の強化ではなく,健全な地方財政管理のための諸要件，
すなわち財政の安定性・確実性,代表性(delegation),地方財政責任の強化，
中央の後智恵的干渉の減少，首尾一貫性，複雑さの減少，地方の弾力性などを
保証する基礎的条件整備が急務だとして，そのために不可欠な６つの改革を
提言した(3)｡(1)総枠補助率および特定・補充補助金と包括補助金の比率の３年
分事前決定，(2)財政需要と課税資産に関する情報の欠陥是正、(3)包括補助金
配分基準たるＧＲＥの簡素化・強化と課税資産再評価の実施,(4)総枠補助率調
整方式による地方支出総額削減政策への転換,(5)ＧＲＥと乖離したTargetsの
撤廃，(6)包括補助金の使途に関する細かな中央干渉の停止，である。これら
は一括実施されねばならず，一部のみの採用は却って弊害をもたらすことが
強調された(4)｡この批判と提言は,すでに存在していた保守党系地方団体こと
にＧＲＥ以下の低額支出団体によるTalgets・Penalties批判の圧力を増幅す
ることとなった。また，当時政府はRateCappingやＧＬＣ・大都市カウン
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ティ廃止構想に対する激しい批判と抵抗に直面する一方，中央の保守党議員
から住宅レイト廃止の圧力をも受けていた。こうした状況の中で，政府は，
84年10月保守党大会において,ＲＳＧ配分・地方財政責任の強化・地方財源な
どのあり方をふくむ地方財政の再検討を関係省庁の部内作業として開始す
る旨約束した。
だが，８５年春の事件によって政府の計画はゆらぐことになった。スコット
ランドにおける85年レイト課税資産再評価後初めての85／86年度予算をめぐっ
て，同資産中の住宅レイト資産評価額の割合が78年の37％から42％へと上昇
し，小事業者をふくむレイト納税者の負担が急増しレイト制度への不満がた
かまって，地方保守党議席が失われたのである。政府は急櫨，レイト減税補
助金抑制の方針に反してスコットランドのレイト納税者救済措置をこうじる
とともに，上記作業にもとづく地方財政改革諮問文書の作製にかわり、総選
挙までに地方財政改革法案を用意し，８６／87年度国会開期中に成立させる方
針を決定した。そして85年５月，住宅レイトの廃止，営業用資産レイトの中
央統制，人頭税の導入，教育財政の中央移管などの改革構想を公表したので
ある(5)。
ほぼ同じ頃,８５年４月に，ＲＳＧの機能に関する会計検査院長報告が発表さ
れた。同報告も，監査委員会報告と同じく，包括補助金の混乱とくに支出需
要の査定から乖離したTaIgets・Penaltiesの作用によって基礎的メカニズ
ムが阻害され，支出削減の誘因が働かなくなっていることを厳しく批判した
(6)｡８６／87年度ＲＳＧ基本項目策定にからんで政府は決断を迫られ,８５年７月
環境大臣は終にTargets・Penaltiesを86／87年度に撤廃し，基礎的メカニ
ズムを強化する方針を発表した(7)｡従来のＧＲＥ超過率10％レベルの超過閾に
加えて同５％レベルの超過閥を新設し，後者までの支出10ポンド増に対する
税率上昇幅を11ペンス,両超過闘間は13ペンス，ＧＲＥ超過10％以上は15ペン
スとしたのである(8)｡この原案に対して,86／87年度ＲＳＧ決定においては５％
超過閾は採用されず，従来通りの10％レベル超過閾までは税率上昇幅11ペン
ス，それ以上は15ペンスとなったが，このTaperingは(0),前年度に強化され
たTaperingすなわち超過閾以下6.9ペンス超過閾以上8.625ペンスにくらべ，
飛曜的な制裁強化である。政府は基礎的メカニズムの強化による包括補助金
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本来の機能恢復とレイトの直接統制，さらに反抗的な大都市団体の存在抹消
によって，地方団体支出統制の実をあげようとしたのである。包括補助金に
関する政府の基本的見解は，Targets・Penaltiesの弊害を認知しつつも基
礎的メカニズムはなお有効とした，８５年11月下院審議における環境省の報告
にみることができる('０)。要するに政府は，直接統制への見切り発車と新たな
地方財政改革構想具体化の途上で,有害無益と化したTargcts・Penaltiesを
切り捨てたのである。
だが,政府が期待をかけたRateCappingは，必ずしも所期の成果を収め
ていない。初年度のレイト統制は，まず適用団体の激しい抵抗に週遇した。
18団体中労働党系の16団体は，結束して新年度開始の数週間前までレイト税
率の設定を拒否した。レイト未微収のため借入れが行われた場合利子等の
経費について議員に損害賠悩の責任が生じ，かつ議員資格が剥奪されるとい
う飼則の下でu'),新年度開始後の５月末までに３団体以外は税率を決定した
が，ロンドンのカムデン区は６月，同ランペス区とリバプール市は７月の決
定となり,最後の２団体では有罪決定の結果議員が罷免された。２年目の86／
87年度は12団体が対象となったが《'2),初年度の失敗に対する地方団体側の反
省に加えて，レイト徴収団体の税率決定期日を特定した86年地方政府法の成
立とＧＬＣ・大都市カウンテイ廃止にからむ政治的配慮とのため,政府側も対
応を和らげたから，レイト税率設定は初年度よりもスムーズに進んだ。しか
し，中央一地方政府間関係が好転した訳では決してなく，両年度とも適用団
体はRateCappingのインパクト廻避のためCreativeAccountingの技法を
駆使したので，支出の実質的削減は達成されなかったといわれる('3)。このよ
うにRateCappingをめぐる厳しい攻防戦が展開する中で,８６年１月，住宅
レイト廃止をふくむ地方財政改革のためのGreenPaper(以下86ＧＰ）が発
表されたのである。ここでは，さしあたり包括補助金制度の行方がどのよう
に扱われているかを確認しておくこととしたい。
８６ＧＰは,79年以前からのレイトにもとづく地方財政制度の欠陥が84年まで
の包括補助金の運用と失敗の過程でますます明らかとなり，既存制度の根本
的改革が不可避になったとして，３つの改革の方向を示し，そのうち地方行
政機構の再編成（＝行政機能再配分）と財政統制の強化（レイトの全面的統
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制，一部地方行政機能の中央移管）の２つを否定する('4)。従って，残るひと
つ,すなわちLocalAccountabilityの強化にもとづく地方財政改革が基調と
なり，新たな補助金についても，わかりやすく，地方支出の変化との関係を
不明瞭にせず，簡潔かつ安定性のあることが必要条件となっている('5)。地方
税については，１o年以内に住宅レイトを段階的に廃止しつつ，全成人を対象
とする均等額のCommunityChargeを導入し，営業用資産レイトは均一税
率の国税とし，徴収額を成人数に按分して地方団体に交付することが提案さ
れる(16)。そして一般補助金は，この新地方税制による地方団体間１人当たり
税源不均等の是正を前提として，「需要補助金」（NeedsGrant）と「標準補
助金｣（StandardGrant）の２つに縮少・簡素化される。前者は，成人１人
当たり標準行政サービス供給費の地方団体間格差を補うため,ＧＲＥを簡略化
した支出需要査定方式によって交付され，後者はCommunityChalgeの負
担軽減のため成人数に一定額を乗じて交付される('7)。
従って，この改革構想においては，地方団体の経常支出は，特定・補充補
助金を除き,営業用資産レイト譲与税標準補助金b需要補助金およびCommunity
Chalgeによってまかなわれる｡この４財源のうち前２者は１成人当たり一定
額であり，需要補助金は各団体の最低必要行政水準をベースとした１成人当
たり支出需要査定額によってきまるが，いずれも年度当初に決定され，年度
中の支出の如何にかかわらず以後は変更されない。だから，政府の査定する
支出需要額と地方団体の決定する支出額との差は,すべてCommunityChaIge
にかかることになる('8)。図３はこの関係を示すモデルであって，団体ＡとＢ
は各々支出需要査定額レベルの支出を決めるのに対し，団体Ｃは査定額以上
の支出を行うため１人当たりCommunityChargeがＡ，Ｂよりも多額となっ
ている。つまり，地方団体の支出目標水準を中央政府が決定し，この水準を
地方団体支出が１ポンドでも越えれば，この超過分はそのまま地方税負担の
増加となり，逆に支出を１ポンド節約すれば地方税負担もそれだけ減少する
というのが,この改革構想のキーポイントなのである('9)｡このメカニズムは，
超過支出一補助金減額一地方税負担増大という包括補助金の基本的作用を短
絡させたものといえよう。一般補助金の簡素化と固定化によって中央政府の
財政負担を縮少しつつ，地方支出と地方税負担を直結させ，逆進`注の強い人
－７９－
金沢大学経済学部鯰集第８巻第１号１９８７．１１
図３ １６ユ
Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ－
ＣｈｍＨｅ
需要補助金一→
棉幽補助金一→
営業用資産レー→
イトの交付額
塵ムＭＬ当り支出４００４５０４５０需要査定額
同支出決定額４００４５０５１０
注(1)PayingforLocalGovemment，Ｃｍｎｄ、9714,ｐ､３５．による。
頭税の負担増大に対する納税者の抵抗を圧力として，地方団体に支出目標を
守らせようという方式である。８６ＧＰは，LocalAccountabilityを支出変化
と地方税負担の変化との関係に倭少化しながら，包括補助金に期待した地方
団体支出統制の機能を，人頭税を核とする集権的な新地方税財源体系の中で
再生させようとしているのだ，といえよう。
８０年地方法，８２年地方財政法，８４年レイト法のときと同じく，８６ＧＰ路線
の地方財政改革構想に対しては地方団体側の激しい批判活動が展開され，財
政会計公認協会（TheCharteredlnstituteofPublicFinanceand
Accountancy)は85年10月にいち早く実質的な地方所得税＝住民税の導入を
核とする対案を発表している(２０)｡だが,この提案の根底にも70年代以来のＲＳＧ
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の機能に対する不信感が存在するように(21》･既存のレイトとＲＳＧにもとづく
地方財政制度の欠陥是正がいよいよ不可避になったとの認識は，全体に共通
しているといえよう｡包括補助金の失敗と地方財政の混乱は,改めてレイフイー
ルド報告以来の本格的な中央一地方財政関係の再検討を要請するに到ったの
である。しかも，ＧＬＣ・大都市カウンテイの廃止によって地方行政機構・行
政機能配分の再検討もまた重大な課題となっている。８０年代後半期はイギリ
スの地方自治，地方行財政の大きな転換期だといえよう。８７年総選挙におけ
る保守党勝利によって，現実には86ＧＰ路線の新たな中央集権的財政改革が
着々と具体化の道を歩んでいる。この80年代後半期イギリス地方税財政改革
をめぐる基本的争点と論戦の動向を次稿の課題にすることとしたい。
（1987年９月脱稿）
注(1)Gibson＆Travems：BlockGrant,aStudyinCentral-LocalRelations．
(2)Associations：RateSupportGrant（England）1985／86,ｐ４８．
（3X4)TheAuditCommission：ｏｐｃｉｔ.,ｐｐ,６１～６２．
(5)Travers：ThePoliticsofLocalGovemmentFinance,ｐｐｌ８６～１８８．
(6)ReportbytheComptmUerandAuditorGeneral,ｏｐ・Cit.,ｐ､１８５．
(7)StatementbytheSecretalyofStateｆｏｒｔｈｅＥｎｖｉｒｏｍｅｎｔｉｎｔｈｅＨｏｕｓｅｏｆ
Ｃｏｍｍｏｎｓｏｎ２５ｔｈＪｕｌｙｌ９８５､Associations：RateSupportGrant（England）
１９８６／87,ｐ，１７２．
(8)`Newgrantsystembenefitscounties.,LocalGovemmentChronicle,２Aug、
1985,ｐ869.
(9)Associations：RateSupportGrant（England）1986／87,ｐ,177．
（10DepartmentoftheEnviroment：ｏｐ･Cit.，ｐｐ､ｘｉｘ～xxi．
、)GLC,ＩLEA,大都市カウンティなどレイト徴収委任団体(thepreceptingauthoriti・
ｅｓ）は新年度開始の21日以前にレイト税率を決定する法律上の議鑛が課せられていた
が，大都市ディストリクトなどレイト徴収団体（theratingauthorities）の税率決
定の斌終期限は法律上明確ではなかった（Travers：ｏｐ・Cit.,ｐ､170.)。
０２)初年度の18団体中４団体は適用からはずれ,ＧＬＣおよび大都市カウンテイの４団体は
廃止のため姿を消し，新たに２つの労働党系都市団体がimえられた（Travers：ｏｐ、
Cit.,Ｐｌ７５）。
（lDTravers：ｏｐ､Cit.,pl76.なお，次の論文をも参照。Grant,Ｍ：Contmllingloca1
govemmentexpenditureinBritain,theexpenienceofratecapping・Enviro‐
mentandPlanningC：GovemmentandPolicy,ＶＯＬ4,1986,ｐｐ、１７７～１８５．
０４)PayingfOrLocalGovemment,Ｃｍｎｄ９７１４,ｐｐ３～８．
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011bid,ｐ､３３．
(101bid.,ｐ､７６．
(WXlQIbid.,ｐ､３４．
(111bid.,ｐ､３７．
CUIHale，Ｒ，Hepworth，Ｎ､，Stonefmst，Ｍ、：FinancingLocalGovemment，A
Diffe唾ntAppmachTheCharte”dlnstituteofPublicFinanceandAccout、
ancy,０ct､1985.地方行政を財産関連サービスと人的サービスに分け,前者の支払いに
はレイト，後者には住民税（Residents'ｔａｘ）を対応きせるという栂想になっている。
､､過去15年間のＲＳＧをめぐる経験は,一般補助金なら中央統制が小さいという考え方が
幻想にすぎないことを暴露した，とヘップワースはいう．現実は逆であって，中央政府
は国民経済管理上の理由や政治的理由から複雑なフォーミュラを駆使して一般補助金を
操作し，地方財政統制を強化してきた。このコンテクストが変わらぬ限り，政朴i政党の
如何にかかわらず,一般補助金依存度の増大は長期的に地方財政統制の強化をもたらす
だけである，と。いうまでもなく，まさにその故に，ヘップワースは地方税体系の強化
を主張する。（Hepworth,Ｎ：RefOImofLocalGovemmentFinance・Public
FinanceandAccountancy,Jan、10.1986,ｐ､１２.）
（本稿は，1986年10月の朝日学術奨励金にもとづく国庫支出金制度研究会およ
び日本財政学会第43回大会における報告をベースとして，新たに書きおこし
たものである｡）
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